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２-1

基本目標２－１  

信頼される行政経営を行う 
 

常に市民の目線に立ち、速やかで分かりやすい行政情報の開示に心がけるとともに、さまざま

な方法を用いて情報を提供することにより、市民のだれもが市政の状況を理解できるように努め

ます。そのため、広報紙やホームページを充実し、市政情報の提供の拡大を図ります。また、市

民の意見や質問に対しても、インターネットの双方向性を活用するなど、さまざまな方法で聴取

し、明確に対応できるしくみづくりを行います。 

さらに、市民と行政の協働による市民参画のまちづくりを推進するため、自治基本条例などに

より、市民の権利および責務を明確にした上で、政策や施策の検討および実現過程において、市

民が参画しやすい環境づくりを進めます。 

また、地域に関する問題や、地域の公共施設の維持・開放などについても、身近に相談等がで

きる窓口を設けるなど、地域に密着した行政サービスに努めます。 

 

個別目標  

２－１－１ 市民にわかりやすい市政運営を行う 
市民が知りたい情報を適切に公開するとともに、気軽に質問できる窓口を設けるなど、透明性

の高い市政運営に努めます。 

 

２－１－２ 市民のやる気を受け止める市政運営を行う 
市民と意見交換ができる機会を設定し、市民の意見や質問をきちんと受け止め、結果の公表に

努めます。 

 

２－１－３ 地域に密着した市政運営を行う 
各出張所の窓口や市職員を通じて、担当課との橋渡しができるなどの体制づくりに努めます。 

 



 

 

２２－－１１－－１１  市市民民ににわわかかりりややすすいい市市政政運運営営をを行行うう  
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市民が知りたい情報を適切に公開するとともに、気軽に質問できる窓口を設ける

など、透明性の高い市政運営に努めます。  
 

現現況況とと課課題題   

   

これからのまちづくりには、市民の協力・参画が不可欠であり、このため、市政情報の積極的な

公開により市民との信頼関係を構築する必要があります。本市では、市政情報の公開に向けて、個人

情報の保護を前提として、公文書等の管理体制の整備を進めるとともに、今後は市民にわかりやすく

利便性の高い「市民サービス組織」の構築を行い、市民が気軽に相談できる窓口の設置や幅広い市政

情報の提供など、開かれた市政の推進を図る必要があります。 

 

 

 

個個別別目目標標達達成成ののたためめのの施施策策   

 

◆目目指指すす姿姿◆ ◆実実現現にに向向けけてて〔〔施施策策〕〕◆ 

市政の透明性が高く市民によく理解

されている 

 ・市政情報の積極的な公開 

（1-1-1 再掲） 

・情報化の推進 

   

広報誌がより分かりやすくなっている  ・広報おおつきの発行（1-1-1再掲）

   

市内のいろいろな場所で情報を発信

している 

 ・行政情報掲示コーナーの設置 

（1-1-1 再掲） 

   

市政に対する情報を気軽に聞ける総

合窓口がある 

 ・行政総合窓口の設置 

（1-1-1 再掲） 
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施施策策のの方方向向   

市政の透明性が高く市民によく理解されている  

●市政情報の積極的な公開（1-1-1再掲） 
・市民との信頼関係を構築し、開かれた市政を推進するため、行政情報の適切な公開により、市民への説明責任を果た

します。 

・行政情報の公開にあたっては、個人情報の適切な保護を図ります。 

・検討過程の情報についても開示し、市民の意見を求めます。 

●情報化の推進 
・市広報誌や市ホームページの積極的な活用を図ります。 

・市ホームページを活用し、最新情報をアドレス登録者に一斉に流すメールマガジンの導入について検討します。 

 

 

広報誌がより分かりやすくなっている  

●広報おおつきの発行（1-1-1再掲） 
・迅速に正確な内容を伝えられるよう、ページ数の削減や、原稿締切から発刊までの時間の短縮を図ります。 

・市民が知りたい情報を分かりやすく簡潔に伝えられるよう努めます。 

・市の予定が一覧できるような月間スケジュールなどを掲載します。 

 

 

市内のいろいろな場所で情報を発信している  

●行政情報掲示コーナーの設置（1-1-1再掲） 
・市役所や出張所だけでなく、市立図書館や市民会館、市立中央病院などの公共施設をはじめ、駅や主要な店舗などに

協力を求めて、行政情報掲示コーナーや掲示板の設置を進め、日常生活の中で自然に行政情報が目にとまるように努

めます。 

 

 

市政に対する情報を気軽に聞ける総合窓口がある  

●行政総合窓口の設置（1-1-1再掲） 
・市民が簡単に情報収集でき、かつ市民の声が届くような総合窓口を設置します。 

・市役所に来た市民が迷うことなく目的を達成できるよう、総合的に対応できる窓口を設置します。 

・ボランティアなどを活用し、気軽に聞ける窓口を目指します。 

 



 

 

２２－－１１－－２２  市市民民ののややるる気気をを受受けけ止止めめるる市市政政運運営営をを行行うう  
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市民と意見交換ができる機会を設定し、市民の意見や質問をきちん受け止め、結

果の公表に努めます。  
 

現現況況とと課課題題   

市民の地域を良くしようという思いや、自らの地域のために何かをしようとするやる気を、行政がき

ちんと受け止め、生かしていくためには、市民と行政のお互いの信頼関係が必要であり、その信頼関係

の構築には、気軽に情報や意見を交換しあえる場が必要です。 

このため、市民が自主的・自発的に地域や社会に貢献できるよう、市民からの情報や意見を受け止め

る情報センターの設置を進めるとともに、それを受け止め、明確に対応し、結果を公表するようなシス

テムを構築する必要があります。 

 

 

 

個個別別目目標標達達成成ののたためめのの施施策策   

 

◆目目指指すす姿姿◆ ◆実実現現にに向向けけてて〔〔施施策策〕〕◆ 

情報や意見のやりとりができる場が

ある 

 ・情報センターの設置・運営 

（1-5-6 再掲） 

   

市民の意見や質問に対して行政が明

確に対応し、結果を公表している 

 ・広聴機会の拡充 

・市ホームページの充実（1-1-1再掲）
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施施策策のの方方向向   

情報や意見のやりとりができる場がある  

●情報センターの設置・運営（1-5-6再掲） 
・市民活動推進のための場を提供し、市民・企業・行政の連携および交流の促進に努めます。 

・情報のネットワーク化を図り、地域情報の収集・提供のための整備を進め、市民が自主的・自発的に社会貢献活動が

できるようなしくみをつくります。 

 

 

市民の意見や質問に対して行政が明確に対応し、結果を公表している  

●広聴機会の拡充  
・市民の意見をきめ細かく把握し、市政に反映できるしくみをつくります。 

・各地区における市長との懇談会の機会を拡充します。 

・広く市民に意見や情報を求め、市政に反映させるパブリックコメント制度を制定します。 

・市民活動等を統括して支援する部署を設置します。 

 

●市ホームページの充実（1-1-1再掲） 
・各課にホームページ担当者を置き、情報内容を充実させ、市民に迅速で正確な情報をわかりやすく公開します。 

・「よくある質問」コーナーを設け、市民が知りたい情報はあらかじめ公開します。 

・高速インターネット配信により、より多くの情報の提供を行います。 

・ホームページにデータバンク・人材バンク等を掲載し、市民のネットワークの構築に活用します。 

 

 



 

 

２２－－１１－－３３  地地域域にに密密着着ししたた市市政政運運営営をを行行うう  
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各出張所の窓口や市職員を通じて、担当課との橋渡しができるなどの体制づくり

に努めます。  
 

現現況況とと課課題題   

お年寄りの多い地域や新興住宅地など、地域によって行政に対するニーズは異なり、多様化していま

す。 

このようななか、市職員と地域が密接な関係を築き、行政が地域を理解し、地域が行政を理解するこ

とがまちづくりを進める第一歩となります。 

このため、市民と市職員が一緒になり、生活に身近な課題や地域のあるべき姿などについて、アイデ

アを出し、解決を図っていくような協働のまちづくりを実現することが必要となっています。 

 

 

 

個個別別目目標標達達成成ののたためめのの施施策策   

 

◆目目指指すす姿姿◆ ◆実実現現にに向向けけてて〔〔施施策策〕〕◆ 

出張所で必要な行政サービスが受け

られる 

 
・出張所の窓口機能の充実 

   

地域の新たなつながりや活力が生ま

れている 

 
・地域担当職員制度導入の検討 

 

 

 

 

施施策策のの方方向向   

出張所で必要な行政サービスが受けられる  

●出張所の窓口機能の充実 
・市民にとって身近な行政窓口である出張所において、市民とのコミュニケーションを図りながら簡単な手続きや受

付・相談などができるよう、窓口機能の充実・改善を図ります。 

・窓口での対話を通じて、地域の課題や要望、意見などの把握に努めます。 

 

 

地域の新たなつながりや活力が生まれている  

●地域担当職員制度導入の検討 
・市民と市職員が一緒になって、生活に身近な課題の解決や地域のあるべき姿などについて、お互いの立場を理解しな

がら話し合い、さまざまな自主的活動を行えるような「地域担当職員制度」の導入を検討します。 

 



２２２．．．目目目指指指すすすべべべききき行行行政政政ののの姿姿姿      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２ 堅実な行政経営を行う 
 

 

２－２－１ 公共施設の集結と再配置を行う 

 

２－２－２ 職員の意識改革を進め、職員のやる気を生かせる

組織づくりを行う 

 

２－２－３ 縦割り行政を見直し、風通しの良い組織づくりを

行う 

 

２－２－４ 受益と負担の原則に基づく適正な行政サービスの

提供を行う 

 

２－２－５ 構造改革を進め、自立した自治体を目指す 
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基本目標２－２  

堅実な行政経営を行う 
 

本格的な地方分権に伴い、地方自治体においては、自立性・独自性の高い行財政運営が求めら

れています。 

今後は、抜本的な行財政改革を推進するため、行政の効率化や職員の意識改革を図るとともに、

行政の多様な分野への市民の参画を進め、市民との協働による行政経営を目指します。 

また、適正で、効率の良い行財政運営を行うため、常に検証や改善を心がけます。 

 

個別目標  

２－２－１ 公共施設の集結と再配置を行う 
人口や施設対象者の規模等に応じた施設配置や市有財産の管理を無駄なく効率的に行います。 

 

２－２－２ 職員の意識改革を進め、職員のやる気を生かせる組織づ

くりを行う 
一職員の提案も公平に検討され実現できるような体制づくりを進め、職員のやる気を生かせる

組織づくりを行います。 

 

２－２－３ 縦割り行政を見直し、風通しの良い組織づくりを行う 
広範囲にまたがる重要施策については各課にまたがるプロジェクトチームを組むなど、効率

的・効果的な組織づくりを進めます。 

 

２－２－４ 受益と負担の原則に基づく適正な行政サービスの提供を

行う 
使用料・手数料等の見直しにより、受益と負担の適正化を図ります。 

 

２－２－５ 構造改革を進め、自立した自治体を目指す 
徹底した事業の見直しや構造改革を進め、行財政の効率的運営を図ることによって自立した自

治体を目指します。 

 

 



 

 

２２－－２２－－１１  公公共共施施設設のの集集結結とと再再配配置置をを行行うう  
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人口や施設対象者の規模等に応じた施設配置や市有財産の管理を無駄なく効率的

に行います。  
 

現現況況とと課課題題   

人口減少時代の到来や少子・高齢化の進行により、本市の財政状況はますます厳しくなることが予

測されています。このようななか、公共施設のサービスについては、人口や施設利用者の規模に応じ

た施設の廃止や集約化のほか、運営やサービスの見直しが必要となっています。 

特に本市では、児童・生徒数が減少しているため、適切な教育環境を維持し、新たな学校づくりを

目指すという観点から、小・中学校の適正規模による再配置を進めなければなりません。 

また、限られた財源の中でより効率的・効果的な行政経営を行うため、社会教育・社会体育施設等

の管理運営についても、市民との協働による役割分担やＮＰＯ等への事業委託、企業へのアウトソー

シング等を進めるほか、施設の建設にあたってはＰＦＩ＊などの手法を含む、民間活力の導入を積極

的に進めていく必要があります。 

 

 

 

個個別別目目標標達達成成ののたためめのの施施策策   

 

◆目目指指すす姿姿◆ ◆実実現現にに向向けけてて〔〔施施策策〕〕◆ 

公共施設が適正に配置されている 

 ・保育所および保育園の適正配置の推

進（1-5-9 再掲） 

・小・中学校の適正規模・適正配置の

推進（1-5-10再掲） 

   

公共施設・サービスの見直しが進め

られている 

 ・学校給食センターの管理運営の充実

・市立短期大学附属高等学校の管理運

営の充実 

・市立短期大学の管理運営の充実 

・社会教育施設の管理運営の見直し 

・社会体育施設の管理運営の見直し 

 

 

施施策策のの方方向向   

公共施設が適正に配置されている  

●保育所および保育園の適正配置の推進（1-5-9再掲） 
・少子化の進行による幼児数の減少に伴い、保育所の適正配置に向けた取り組みを行うことで、効率化だけでなく将来

を担う子どもたちの協調性や競争心の向上等に重点を置いた真の保育環境の構築を目指します。 

・社会情勢の変化による多様な保育ニーズに対応できるよう保育体制の充実を図るとともに、指定管理者制度の導入に

ついて検討します。 

 

 

 
＊ＰＦＩ Private Finance Initiative の略で、これまで公的部門が提供してきたサービスやプロジェクトの建設や運営を民間にゆだ

ね、行政はサービスの購入媒体になるという、民間資金主導型の手法のこと。 



２２２．．．目目目指指指すすすべべべききき行行行政政政ののの姿姿姿      

 

 

２－２ 堅実な行政経営を行う 
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●小・中学校の適正規模・適正配置の推進（1-5-10再掲） 
・少子化の影響で児童・生徒の減少が続くなか、小・中学校適正配置審議会の答申を最大限に尊重し、主に老朽化等に

よる校舎建て替え時期に合わせ、効率化だけでなく将来を担う子どもたちの協調性や競争心の向上等に重点を置き、真

の教育環境の構築を目指した適正規模等を考慮して適正配置を進めます。 

・現在15校ある小学校を、適正規模の観点から段階的に５校体制に編成します。 

・現在5校ある中学校を、適正規模の観点から段階的に2校体制に編成します。 

 

 

公共施設・サービスの見直しが進められている   

●学校給食センターの管理運営の充実 
・老朽化した給食センターの建て替えを行います。 

・調理や配送業務を含めた全面的な民間委託を検討します。あわせて、高齢者への配食サービスとの統合についても検

討します。 

 

●市立短期大学附属高等学校の管理運営の充実 
・高等学校を存続するための生徒数を確保できる

ように活性化を図ります。 

・大月短期大学附属高等学校基本問題審議会の答

申をふまえ、今後の方策について抜本的な見直

しを行います。 

 

●市立短期大学の管理運営の充実 
・18歳人口が減少するなか、四年制大学化、学

科改変等、高等教育機関としての生き残りをか

けた改変が相次いでいますが、大月短期大学基

本問題審議会の答申をふまえ、大月短期大学の

特長を生かしつつ、活性化を図ります。 

・教育環境の充実により、人材育成を図り、市域の振興等に寄与できる高等教育機関としてのあり方を目指し、将来構

想を策定します。 

 

●社会教育施設の管理運営の見直し 
・市民会館等の社会教育施設の管理運営業務につ

いて、指定管理者制度による民間委託を検討し

ます。 

 

 

●社会体育施設の管理運営の見直し 
・総合体育館、総合グラウンド、武道館および勤

労青年センター等の社会体育施設の管理運営業

務について、指定管理者制度による民間委託を

検討し、あわせて各種スポーツ振興等事業の運

営についても民間委託の検討を行います。 

指標名 
現状値

平成17年

目標値

平成23年
指標の考え方 

短期大学附属高

等学校に関する

将来構想の策定

－ 策定 

少子化時代における地域の高等学

校のあり方を抜本的に見直しま

す。 

指標名 
現状値

平成17年

目標値

平成23年
指標の考え方 

短期大学に関す

る将来構想の 

策定 

－ 策定 

少子化時代における地域の高等教

育機関としてのあり方、方向性を

示します。 

指標名 
現状値

平成17年

目標値

平成23年
指標の考え方 

施設管理運営の

民間委託施設数
－ 3か所 

公共と民間の役割分担で、民間に

出来るものは民間に移行します。

指標名 
現状値

平成17年

目標値

平成23年
指標の考え方 

施設管理運営の

民間委託施設数
－ ３か所

公共と民間の役割分担で、民間に

出来るものは民間に移行します。



  

２２－－２２－－２２  職職員員のの意意識識改改革革をを進進めめ、、職職員員ののややるる気気をを  

生生かかせせるる組組織織づづくくりりをを行行うう  
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一職員の提案も公平に検討され実現できるような体制づくりを進め、職員のやる

気を生かせる組織づくりを行います。  
 

現現況況とと課課題題   

「大月市自立計画」の３つの方向性の中の一つに「改革志向」があり、改革の成功の可否は、実行す

る職員一人ひとりの意識改革にかかっています。職員には、まちづくりを推進していくプロとして、ま

た市民が主体となったまちづくりをサポートしていくコーディネーターとしての自覚と能力が求められ

ています。 

このため、職員の意識改革の観点に立ち、実践を意識した政策能力向上のための実務研修や職場研修

のほか、民間企業への職員派遣など研修制度を充実させる必要があります。さらに、職員個人が自律的

に目標を設定し、その目標達成のために努力することを通じて成長するとともに、市全体の目標を意識

した目標設定を行うことで、自治体としての成果を向上させる「目標管理制度」を導入し、この制度を

「人事評価」につなげることも必要となっています。 

 

 

 

個個別別目目標標達達成成ののたためめのの施施策策   

 

◆目目指指すす姿姿◆ ◆実実現現にに向向けけてて〔〔施施策策〕〕◆ 

やる気のある職員がそろっている 
 ・人材育成計画の推進 

・職員提案制度の推進 

   

職員に顧客志向・市民志向が浸透し

ている 

 ・行政経営のための研修制度の充実 

・民間企業への職員派遣 

   

職員に対する市民の信頼が高まって

いる 

 ・目標管理制度の推進 

・人事評価制度の導入 



２２２．．．目目目指指指すすすべべべききき行行行政政政ののの姿姿姿   

 

 

２－２ 堅実な行政経営を行う 
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基
本
計
画 

堅
実
な 

行
政
運
営
を
行
う

２-２

施施策策のの方方向向   

やる気のある職員がそろっている  

●人材育成計画の推進  
・人材の育成を積極的に進めるため、職員研修の

体系化や職員評価制度の導入により、自己啓

発・能力開発支援を含む人事に関する総合的な

人材育成計画を策定します。 

 

●職員提案制度の推進 
・広く職員から提案を求めることにより、職員の

想像力、研究心および市政運営への参加意欲を

高めます。 

 

 

 

職員に顧客志向・市民志向が浸透している  

●行政経営のための研修制度の充実  
・ＮＰＭ＊理論に沿った「顧客志向」、「市民志

向」の考え方を認識し、市民の目線に立った行

政経営を行うため、市町村研修所への研修参加

はもとより、民間企業から講師を招くなど研修

制度の充実を図ります。 

 

●民間企業への職員派遣 
・コスト志向、顧客志向を身につけるため、採用

年数の短い職員を中心に民間企業に派遣し、民

間企業の経営感覚やコスト意識を学び行政経営

に生かします。 

 

 

 

職員に対する市民の信頼が高まっている  

●目標管理制度の推進 
・単なるノルマ管理ではなく、個人が自律的に目標を設定し、その目標達成のために努力することを通じて成長するこ

とを目指します。 

・市の目標を職員個人の目標にまで取り込むことで、個人の意欲を引き出し、自治体としての成果を向上させます。 

●人事評価制度の導入 
・少数精鋭の組織体制を構築するため、試験を含

む選考制度や業績評価、行動特性評価など、客

観的で公正な成果主義の人事評価制度の導入に

より、職員の行動様式の改善を図ります。 

指標名 
現状値

平成17年

目標値

平成23年
指標の考え方 

人材育成計画の

策定 
－ 策定 

職員の意識改革を進める人材育成

計画を策定します。 

指標名 
現状値

平成17年

目標値

平成23年
指標の考え方 

職員提案の採用

件数 
－ 5件 

職員から提案された行政課題を市

政運営へ生かします。 

指標名 
現状値

平成17年

目標値

平成23年
指標の考え方 

全職員に対する

職員研修参加者

の割合 

30% 50% 

市民の目線に立った行政経営を行

うため、多くの職員を対象に研修

を行います。 

指標名 
現状値

平成17年

目標値

平成23年
指標の考え方 

民間企業職員派

遣研修参加者数
－ 1人 

民間企業の経営感覚やコスト意識

を行政経営に生かします。 

指標名 
現状値

平成17年

目標値

平成23年
指標の考え方 

人事評価制度の

導入 
－ 導入 

意欲のある少数精鋭の組織体制を

構築します。 

＊ＮＰＭ New Public Management の略で、民間経営の考え方を行政運営に当てはめること。 

 



  

２２－－２２－－３３  縦縦割割りり行行政政をを見見直直しし、、風風通通ししのの良良いい組組織織  

づづくくりりをを行行うう  
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広範囲にまたがる重要施策については各課にまたがるプロジェクトチームを組む

など、効率的・効果的な組織づくりを進めます。  
 

現現況況とと課課題題   

本市では、「大月市自立計画」に基づいた行政改革の一環として、平成 18 年 4 月 1 日に機構改革

を行いました。この機構改革は、将来（平成 26 年度）の行政職員 250 人体制を目標に、組織の簡素

化による意思決定の迅速化や、グループマネージャーの設置による企画立案機能の強化および課内の職

員の流動体制の確立を目指すものです。さらに、市民にわかりやすく利便性の高い「市民サービス組

織」の構築や、民間委託および指定管理者制度の導入等による行政コストの削減により、市民サービス

を向上させるというものです。 

今後も、抜本的な事務事業の整理や組織の合理化、職員の適正配置などを進め、さらには地域との協

働による取り組みなどを通して、効率的で効果的な市民サービスの向上に努める必要があります。 

 

 

 

個個別別目目標標達達成成ののたためめのの施施策策   

 

◆目目指指すす姿姿◆ ◆実実現現にに向向けけてて〔〔施施策策〕〕◆ 

スリム化のための適正な人員管理が

行われている 

 ・定員管理の適正化 

・職員の適正配置 

   

効率的・効果的に仕事に取り組むた

めの体制が整っている 

 ・組織体制の充実および弾力的運用 

・市民サービスのための情報通信技術

の活用 

  



２２２．．．目目目指指指すすすべべべききき行行行政政政ののの姿姿姿   

 

 

２－２ 堅実な行政経営を行う 

 169

基
本
計
画 

堅
実
な 

行
政
運
営
を
行
う

２-２

施施策策のの方方向向   

スリム化のための適正な人員管理が行われている  

●定員管理の適正化  
・「大月市自立計画」に基づき、今後の行政需要

に応じた職員の適正配置を考慮した定員適正化

計画の策定により、行政職員を現在の３１４人

から250人体制（平成２６年度）を実現し、

人件費の抑制、削減を図るとともに、職員数の

減少による行政サービスの低下を招くことのな

いよう、世代のバランスや事務の専門性などを

考慮した計画的な採用を進めます。 

 

●職員の適正配置 
・自己申告書や異動面接の結果を活用して、職員の適性・能力等に合致した人材配置を実施し、職場の活性化を図ると

ともに、人事評価システムを人事異動に反映させます。 

 

 

効率的・効果的に仕事に取り組むための体制が整っている  

●組織体制の充実および弾力的運用 
・行政職員250人体制（平成２６年度）を目標に、組織の簡素化による意思決定の迅速化や、グループマネージャー

の設置による企画立案機能の強化および課内の職員の流動体制を確立します。さらに、市民にわかりやすく利便性の

高い「市民サービス組織」の構築や、民間委託および指定管理者制度の導入等による行政コストの削減を図り、市民

サービスの向上を目指します。 

・重要施策および重点課題を勘案した定員配置による業務の迅速化・効率化を図るとともに、繁忙期に業務が集中して、

サービスに支障をきたすことのないよう、柔軟に人員配置を行います。 

 

●市民サービスのための情報通信技術の活用 
・行政事務のスリム化・効率化を図る中で、市民へのサービスを維持するためには、情報通信技術(ＩＣＴ＊)の活用が重

要であり、この技術を活用し、市民に対する情報の提供、市民ニーズ収集のためのシステムの構築、市民から市への

コミュニケーション回路づくり、各種申請の電子化、各種施設での情報機器の使用など、「電子自治体」の構築を進

めます。また、地域情報を総合的・体系的に提供できる体制を検討するなど、インターネットを活用した効果的な情報

提供に努めます。 

 

 

指標名 
現状値

平成17年

目標値

平成23年
指標の考え方 

全職員数 559人 462人

行政職員数 314人 244人

定員適正化計画を策定し、世代の

バランスや事務の専門性などを考

慮した採用を進めます。 

＊ICＴ Information and Communications Technology の略で、情報や通信に関する技術の総称のこと。 

 



  

２２－－２２－－４４  受受益益とと負負担担のの原原則則にに基基づづくく適適正正なな行行政政ササーー

ビビススのの提提供供をを行行うう  
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使用料・手数料等の見直しにより、受益と負担の適正化を図ります。  
 

現現況況とと課課題題   

「受益と負担の適正化」の基本的な考え方は、特定の人がサービスを利用し利益を受ける場合には、

応分の負担を使用料・手数料として求めることにより、利益を受けない人との負担の公平性を確保する

ことです。そのため、各種使用料・手数料等を見直し、受益と負担の適正化を図り、特に施設の使用料

については、施設の維持管理にかかる費用やサービスのニーズ等を総合的に勘案して見直しを行う必要

があります。 

また、税金は市の財政運営の根幹をなすものです。しかし長引く景気低迷等により現在多くの未収金

が発生しています。税の未収金は、財政運営に多大なる影響を及ぼすばかりでなく、納税者に不信感や

不公平感を与えるため、未収金に対する有効な手段を講じて行く必要があります。 

 

 

 

個個別別目目標標達達成成ののたためめのの施施策策   

 

◆目目指指すす姿姿◆ ◆実実現現にに向向けけてて〔〔施施策策〕〕◆ 

受益と負担の原則がよく理解されて

いる 

 
・受益者負担の適正化 

   

負担の公平化、財源の確保が図られ

ている 

 
・市税等収納率の向上 

   

適正な工事が行われている  ・工事検査の実施 



２２２．．．目目目指指指すすすべべべききき行行行政政政ののの姿姿姿   

 

 

２－２ 堅実な行政経営を行う 
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基
本
計
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堅
実
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行
政
運
営
を
行
う

２-２

施施策策のの方方向向   

受益と負担の原則がよく理解されている  

●受益者負担の適正化 
・各種の使用料・手数料等を見直し、受益と負担の適正化を図ります。特に施設の使用料などについては、施設の維持

管理にかかる費用やサービス等を総合的に勘案して見直しを行います。 

・受益者負担金の適切な運用を図るため、行政サービスの受益と負担に関する啓発活動を推進します。 

 

 

負担の公平化、財源の確保が図られている  

●市税等収納率の向上 
・市税等の自主財源確保や公正公平負担の面からも、収納率を上げる必要があります。市税収納率向上対策委員会を活

用し、市税・使用料等の滞納者に対して徹底した納税意識の浸透を図るなど、収納率の向上に努めます。 

・口座振替の推進や徴収体制の強化、適切な滞納整理による滞納額の削減など、徴収事務を充実強化し、収納率の向上

を図ります。 

 

 

適正な工事が行われている  

●工事検査の実施 
・契約事項や仕様が適正に履行されているか厳正

に検査します。 

・工事成績評定を通じ、工事の品質確保の促進と、

工事成績活用の促進を図ります。 

 

 

指標名 
現状値

平成17年

目標値

平成23年
指標の考え方 

工期の遵守 

（遅延率） 
15.94% 0% 

発注者側の意識改革と厳格な指導

により、請負者の契約を正しく履

行する意識を高めます。 



  

  

２２－－２２－－５５  構構造造改改革革をを進進めめ、、自自立立ししたた自自治治体体をを目目指指すす  
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徹底した事業の見直しや構造改革を進め、行財政の効率的運営を図ることによっ

て自立した自治体を目指します。  
 

現現況況とと課課題題   

構造改革とは、分権型社会に対応し、本市が持続的に自立できる自治体となるために、行政事務やサ

ービス、市民との協働によるまちづくりなど、既存のあり方を根本から見直すことです。 

本市が将来に向かってこれまで築き上げてきた特色を失わず、かつ市民が満足するサービスを提供し

続けるために、市民と行政が一体となって市全体の構造を改革していく必要があります。 

そのため、行政評価制度により徹底した事業の見直しを行い、民営化やアウトソーシング、指定管理

者制度、ＰＦＩ等の推進および導入により、行政経営の効率化を図ることが必要です。 

 

 

 

個個別別目目標標達達成成ののたためめのの施施策策   

 

◆目目指指すす姿姿◆ ◆実実現現にに向向けけてて〔〔施施策策〕〕◆ 

市民ニーズに合わせて絶えず事業の

見直しが行われている 

 ・行政評価システム＊の推進 

・市民サービスのための情報通信技術

の活用（2-2-3 再掲） 

   

民間活力の導入が積極的に図られて

いる 

 ・民間活力の導入 

・行政事務等のアウトソーシングの推進

 

 

＊行政評価システム 行政が行っている施策や事務事業について、その必要性や成果、効率性などを数値等で客観的に把握、評価し、

その結果を次の計画や予算に反映させること。 



２２２．．．目目目指指指すすすべべべききき行行行政政政ののの姿姿姿   

 

 

２－２ 堅実な行政経営を行う 
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う

２-２

施施策策のの方方向向   

市民ニーズに合わせて絶えず事業の見直しが行われている  

●行政評価システムの推進 
・事業の目的の妥当性、実施する際の手段や方法、実施後の達成度や成果が検証可能なシステムを拡充し、その評価シ

ステムのもとでＰＤＣＡサイクル＊を確立し、予算と事業の新陳代謝を図ることで人材と財源の最大効率化、事業の

形骸化や政策のマンネリ化を防止するため、行財政システム改革の基本となる行政評価システムを推進します。 

・各種計画について、行政評価の考え方を取り入れた計画づくりを進めることで、事務事業の効果の測定、分析手法の

拡充を図り、成果を重視し経営意識を持ち、説明責任を果たすなど住民満足度の高い行政サービスを提供します。 

 

●市民サービスのための情報通信技術の活用（2-2-3再掲） 
・行政事務のスリム化・効率化を図る中で、市民へのサービスを維持するためには、情報通信技術(ＩＣＴ)の活用が重

要であり、この技術を活用し、市民に対する情報の提供、市民ニーズ収集のためのシステムの構築、市民から市への

コミュニケーション回路づくり、各種申請の電子化、各種施設での情報機器の使用など、「電子自治体」の構築を進

めます。また、地域情報を総合的・体系的に提供できる体制を検討するなど、インターネットを活用した効果的な情報提

供に努めます。 

 

 

民間活力の導入が積極的に図られている  

●民間活力の導入  
・限られた財源の中で、より効率的・効果的な行政運営を行うため、徹底した事業の見直しを行い、市民との協働によ

る役割分担やNPO等への事業の委託、企業へのアウトソーシング、指定管理者制度、PFI 等の導入等を積極的に推

進し、行政経営の効率化を図ります。 

 

●行政事務等のアウトソーシングの推進 
・一般行政職員の削減による労働力の不足を補完するため、行政事務補助員や福祉・保健分野等の専門職域における職

員の行政事務等のアウトソーシングを円滑に進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ＰＤＣＡサイクル PLAN(計画)－DO(実行)－CHECK(評価)－ACTION (改善)の流れで考え、改善結果を次の計画や予算に結びつ

けようとする考え方のこと。 



  

  

 



２２２．．．目目目指指指すすすべべべききき行行行政政政ののの姿姿姿      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－３ 無駄のない行政経営を行う 
 

 

２－３－１ 健全な財政運営を行う 

 

２－３－２ 明確な目標設定と行政評価により市政運営を行う 

 

２－３－３ 関係市町村との連携を強化する 

 



  

  

 



２２２．．．目目目指指指すすすべべべききき行行行政政政ののの姿姿姿      

 

 

２－３ 無駄のない行政経営を行う 
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基
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無
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な
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行
政
運
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を
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う 

２ -３

基本目標２－３  

無駄のない行政経営を行う  
 

限られた財源の中で、質の高い行政サービスを展開するため、市民の目線に立ち、真に必要な

ものを見極めながら適切な財政運営に努めるとともに、人口の減少によって過剰となるサービス

の見直し等により、公共施設の適正管理や適正配置について検討し、財源の有効活用を図ります。 

 

個別目標  

２－３－１ 健全な財政運営を行う 
後世に負担を残さないため、収支バランスが保たれた持続可能な財政経営を行います。 

 

２－３－２ 明確な目標設定と行政評価により市政運営を行う 
行財政の改善のため、常に「計画→実行→評価→改善」の行政評価による市政運営を行います。 

 

２－３－３ 関係市町村との連携を強化する 
周辺市町村と協力して効率的な行政運営を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２２－－３３－－１１  健健全全なな財財政政運運営営をを行行うう  
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後世に負担を残さないため、収支バランスが保たれた持続可能な財政経営を行い

ます。  
 

現現況況とと課課題題   

国の三位一体改革に伴う国庫支出金の縮小や地方交付税の見直し、景気低迷などの社会経済情勢を受

け、今後も地方自治体の財政状況はより厳しくなることが予測されます。 

そのため、本市では、三位一体改革による税源移譲の進展や税負担の公正確保の必要性等をふまえ、

税の徴収率の向上に積極的に取り組むほか、受益者負担（使用料・手数料等）の適正化や未利用市有財

産等の売却、貸付を含めた適正管理に努めるなど自主財源の確保に努めることが必要です。さらに、財

政状況を分析した上で、事務事業の見直しを行うとともに、歳出全般の効率化や財源配分の重点化、削

減努力の持続による経常経費の一層の削減など、財政構造の改善を図る必要があります。 

また、市民に対し、財政状況が総合的に把握できるような情報を可能な限り分かりやすい方法で提供

し、財政に対する理解を深めてもらう必要があります。 

 

 

 

 

個個別別目目標標達達成成ののたためめのの施施策策   

 

◆目目指指すす姿姿◆ ◆実実現現にに向向けけてて〔〔施施策策〕〕◆ 

財政の収支バランスが保たれている  ・予算管理システムの再構築 

   

財源が確保されている 

 ・受益者負担の適正化（2-2-4再掲） 

・市有財産の有効活用 

・市税等収納率の向上（2-2-4再掲） 

   

税金等が効率的に使われている 
 ・諸経費の節減および削減の促進 

・補助金等の整理合理化の推進 

 



２２２．．．目目目指指指すすすべべべききき行行行政政政ののの姿姿姿      

 

 

２－３ 無駄のない行政経営を行う 
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２ -３

施施策策のの方方向向   

財政の収支バランスが保たれている  

●予算管理システムの再構築 
・財政状況を分析した上で、事務事業の見直しを行うことにより、歳出全般の効率化と財源配分の重点化を図るととも

に、財政構造の改善に努めます。 

・従来の単年度単位の予算編成をあらため、成果や市民満足度を評価し、次年度以降の計画・予算に反映させるマネジ

メント・サイクル＊による予算改革を進めるため、予算管理システムを事前統制＊から事後統制＊システムへと再構築しま

す。 

 

 

財源が確保されている  

●受益者負担の適正化（2-2-4再掲） 
・各種の使用料・手数料等を見直し、受益と負担の適正化を図ります。特に施設の使用料などについては、施設の維持

管理にかかる費用やサービス等を総合的に勘案して見直しを行います。 

 

●市有財産の有効活用 
・市が保有する財産の適正管理と、低利活用施設の利用に向けた検討を積極的に行うとともに、未利用地については売

却を含めた有効活用を図り、歳入の確保につなげます。 

●市税等収納率の向上（2-2-4再掲） 
・市税等の自主財源確保や公正公平負担の面からも、収納率を上げる必要があります。市税収納率向上対策委員会を活

用し、市税・使用料等の滞納者に対して徹底した納税意識の浸透を図るなど、収納率の向上に努めます。 

・口座振替の推進や徴収体制の強化、適切な滞納整理による滞納額の削減など、徴収事務を充実強化し、収納率の向上

を図ります。 

 

 

税金等が効率的に使われている  

●諸経費の節減および削減の促進 
・市民の理解が得られるよう、国に準じた給与の適正化を進めるとともに、諸手当ての見直しを行い人件費総額の抑制

に努めます。 

・事業に係る経費だけでなく、庁舎管理、業務管理のすべてにおいて経費の節減、コスト意識の徹底を図ります。 

・会議時間の短縮や構成メンバーの縮小等、業務全般において無駄を解消し、行政運営の効率化を図ります。 

 

●補助金等の整理合理化の推進 
・各団体等へ支出している補助金等を見直し、整理合理化に取り組みます。 

 

＊マネジメント・サイクル 投じた予算に対して、目標とする成果が上がっているかどうかを評価し、上がっていない場合は改善策を

検討するとともに、次年度の予算編成につなげること。 

＊事前統制・事後統制 ここでは、予算を付けることを事前統制とすると、事後統制は決算でそれが目的を達成したかどうか確認する

こと。 



 

２２－－３３－－２２  明明確確なな目目標標設設定定とと行行政政評評価価にによよりり市市政政運運営営

をを行行うう  
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行財政の改善のため、常に「計画→実行→評価→改善」の行政評価による市政運

営を行います。  
 

現現況況とと課課題題   

行政評価は、限られた財源を行政経営に効率的に使うため、事業の効率性や内容の妥当性などについ

て適正な評価を行い、予算執行に役立てることを主な目的としています。 

本市では、平成 15年度から行政評価に取り組み、現在では、当初予算編成にも連動した評価を行っ

ています。 

今後は、市民の視点や客観的な視点から評価を行う外部評価の導入を検討することも必要となってい

ます。 

 

 

 

個個別別目目標標達達成成ののたためめのの施施策策   

 

◆目目指指すす姿姿◆ ◆実実現現にに向向けけてて〔〔施施策策〕〕◆ 

行財政改善のため、常にＰＤＣＡ

サイクルによる行政運営が行われ

ている 

 ・行政評価システムの推進 

（2-2-5 再掲） 

・外部評価システムの導入 

   

目標がしっかり掲げられている 
 ・健全な財政運営のための目標設定 

・近隣都市との指標比較 

 

 



２２２．．．目目目指指指すすすべべべききき行行行政政政ののの姿姿姿   

 

 

２－３ 無駄のない行政運営を行う 
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施施策策のの方方向向   

行財政改善のため、常に PDCA サイクルによる行政運営が行われている  

●行政評価システムの推進（2-2-5再掲）  
・事業の目的の妥当性、実施する際の手段や方法、実施後の達成度や成果が検証可能なシステムを拡充し、その評価シ

ステムのもとでＰＤＣＡサイクルを確立し、予算と事業の新陳代謝を図ることで人材と財源の最大効率化、事業の形

骸化や政策のマンネリ化を防止するため、行財政システム改革の基本となる行政評価システムを推進します。 

・各種計画について、行政評価の考え方を取り入れた計画づくりを進めることで、事務事業の効果の測定、分析手法の

拡充を図り、成果を重視し経営意識を持ち、説明責任を果たすなど住民満足度の高い行政サービスを提供します。 

 

●外部評価システムの導入  
・市民の視点や客観的な視点から評価を行うため、

学識経験者や有識者等で構成される、外部評価

委員会（仮称）の設置を検討します。 

 

 

 

 

目標がしっかり掲げられている  

●健全な財政運営のための目標設定 
・分かりやすい財政内容の市民への公表と職員への周知を行い、経営意識の醸成を促します。また、財政状況の公表に

より、市民の市財政への関心と危機感の共有を図り、財政の健全化を推進します。 

・毎年度、全職員に財政内容を周知するとともに、基礎的財政収支(プライマリーバランス)＊、実質単年度収支＊の累積

額、財政調整基金＊残高、経常収支比率＊、実質公債費比率＊、人件費比率、財政の主要指標について目標設定を行い

ます。 

 

●近隣都市との指標比較 
・今後の都市間競争の時代を見据え、行政サービス、行政効率等さまざまな観点から近隣都市との比較を行い、政策立

案にあたっての行政サービス、行政効率等の指標を設定します。 

 

 

指標名 
現状値

平成17年

目標値

平成23年
指標の考え方 

外部評価制度の

導入 
－ 導入 

市民の視点や客観的な視点から評

価を行います。 

＊基礎的財政収支（プライマリーバランス） 一般会計において、歳入総額から国債(地方債)発行収入を差し引いた金額と、歳出総額

から国債(地方債)費を差し引いた金額のバランスのこと。 

＊実質単年度収支 今年度と前年度の実質収支（歳入歳出の差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した額）の差に黒字要素（基

金の積立、市債の繰上償還）および赤字要素（基金の取崩）を除外した収支のこと。 

＊財政調整基金 地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するために積み立てておく資金のこと。 

＊経常収支比率 経常的経費（人件費・扶助費・公債費等）に経常一般財源収入（地方税・地方交付税・地方譲与税等）がどの程度充

当されているかの割合。 

＊実質公債費比率 普通会計の元利償還金および公営企業（特別会計・一部事務組合含む）の公債費への一般会計繰出金、債務負担行

為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの等の公債費類似経費の標準財政規模に占める割合。 



 

 

２２－－３３－－３３  関関係係市市町町村村ととのの連連携携をを強強化化すするる  
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周辺市町村と協力して効率的な行政経営を行います。  
 

現現況況とと課課題題   

交通網の整備や情報化の進展などに伴い、市民の生活や経済の活動圏域は拡大し、それらは市町村に

とらわれず広域にわたっています。このような状況に対応するため、国や県との施策の連携・協調を図

るとともに、共通課題を持つ近隣市町村との連携を強化するなど、広域的視点に立った効率的な事業を

推進していく必要があります。 

本市でも、社会経済情勢の変化に柔軟に対応し、地域住民へ質の高い行政サービスを効率的に提供す

るとともに、個性的で活力ある地域づくりを進めるため、消防の広域化等新たな分野における行政事務

の広域化の一層の推進と同時に、山梨県東部広域連合＊の強化を図る必要があります。 

さらに、上・下水道やごみ処理等、市民の生活環境の向上を図るため、東部地域広域水道企業団や桂

川流域下水道関係市町、大月都留広域事務組合と連携し、効率的な行政運営を推進する必要があります。 

市町村合併については、山梨県が平成 18 年 3 月に作成した「山梨県市町村合併構想」の中で、将

来的に望まれる広域的な本県市の姿の一つとして、大月市、都留市および上野原市を含む東部広域連合

構成市村を「東部広域市」（仮称）として示しています。本市としては、道州制も視野に入れ、引き続

きこの合併構想の枠組みを最大限尊重し取り組んで行くこととしています。 

 

 

 

 

個個別別目目標標達達成成ののたためめのの施施策策   

 

◆目目指指すす姿姿◆ ◆実実現現にに向向けけてて〔〔施施策策〕〕◆ 

周辺市町村と協力して効率的な行政

経営が行われている 

 ・山梨県東部広域連合を核とした広域

行政の検討・推進 

・山梨県東部広域市町村圏計画の推進

・東部地域広域水道企業団運営の充実

・桂川流域下水道事業の促進 

・大月都留広域事務組合運営の充実 

・山梨県後期高齢者医療広域連合運営

の充実 

   

市町村が抱える課題に対応している  ・市町村合併への取組 

 

＊山梨県東部広域連合 大月市、都留市、上野原市、道志村、小菅村および丹波山村の３市３村が構成団体となり、地方分権の受け皿

として、多様化する広域的な諸課題に対応するとともに、より効率的で格差のない住民サービスを提供することを目的に設置された

特別地方公共団体。 



２２２．．．目目目指指指すすすべべべききき行行行政政政ののの姿姿姿   

 

 

２－３ 無駄のない行政運営を行う 
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施施策策のの方方向向   

周辺市町村と協力して効率的な行政経営が行われている  

●山梨県東部広域連合を核とした広域行政の検討・推進 
・山梨県東部広域連合（大月市、都留市、上野原市、道志村、小菅村および丹波山村の3市3村で構成）の現在の主

な業務は、広域行政推進の調査・研究、情報公開と審査会、要介護認定および老人ホーム運営等であり、今後は消防

行政の広域化や情報センターの共同設置など新たな分野における行政事務の広域化の一層の推進と同時に、広域連合

組織の強化を図ります。 

・山梨県東部地域は、大月市、都留市、上野原市にそれぞれ消防本部が設置されていますが、消防の対応力強化を図っ

ていくために、消防の広域化に取り組みます。 

 

●山梨県東部広域市町村圏計画の推進 
・山梨県東部広域連合の東部広域市町村圏計画は、二つ以上の市村および効果が他の市村に及ぶことを基準として計画

を策定しています。本市では、広域林道富士東部線や市立中央病院医療機器整備事業、下水道施設整備事業、中心市

街地活性化事業および行政間ネットワーク運用事業などの事業について推進します。 

 

●東部地域広域水道企業団運営の充実  
・上野原市とともに、東部地域広域水道企業団の経営の健全化、基盤の強化に努めます。 

 

●桂川流域下水道事業の促進 
・大月市下水道計画の見直しに併せた桂川流域下水道整備を県に対して要請します。 

・県維持管理費等の負担金を賄う財源は下水道使用料であるため、今後も、加入接続を推進して収益の向上を図ります。 

 

●大月都留広域事務組合運営の充実 
・大月都留広域事務組合では、一般廃棄物処理施設（ごみ処理施設・リサイクルプラザ）まるたの森クリーンセンター

を運営しており、ごみ減量化対策に関しての啓発活動の推進やリサイクル施設（ストックヤード）の有効利用を図り

ます。 

・ごみ処理施設周辺環境整備事業を推進します。 

・リサイクル推進の強化等により、ごみ減量化を図ります。 

・平成19年度以降に出される国のガイドライン＊に基づき、ごみの有料化について検討を進めます。 

 

●山梨県後期高齢者医療広域連合運営の充実 
・県内の全市町村をもって組織する山梨県後期高齢者医療広域連合において、75歳以上の者および65歳以上の寝た

きり等の者を対象として医療給付、保険料の賦課等の業務を行い、高齢者の心身の特性や生活実態等をふまえた運営

を行います。 

 

 

市町村が抱える課題に対応している  

●市町村合併への取組 
・道州制を視野に入れつつ、大月市、都留市、上野原市を含む東部広域連合構成市村の枠組みで、引き続き取り組み 

を行います。 

＊ガイドライン 指針、方針のこと。 
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